
【Ⅰ 2018年○月分】

消費支出（二人以上の世帯）は， １世帯当たり ○○○，○○○ 円
前年同月比 実質 ○．○％の●● 名目 ○．○％の●●

前月比(季節調整値) 実質 ○．○％の●●

※ 調査方法の変更の影響を調整した場合の推計値

前年同月比 実質 ○．○％の●● 名目 ○．○％の●●

前月比(季節調整値) 実質 ○．○％の●●

１ 消費支出の推移

2017年 2018年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月

注 ３か月後方移動平均は，すう勢的な動向を見るため，当月を含む直近３か月間の金額を平均した値である。

2017年 2018年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月

注１ 季節調整の方法は，センサス局法(X-12-ARIMA)を用いた。

２ 季節調整値は，毎年１月結果公表時に，過去に遡って改定している。

 図２ 消費支出（季節調整済実質指数）の推移（二人以上の世帯）

消 費 支 出
対 前 月 変 化 率 ( ％ )

(％) 図１ 消費支出の対前年同月実質増減率の推移（二人以上の世帯）

消 費 支 出
（参考）３か月後方移動平均

平 成 30 年 ○ 月 ○ 日

家 計 調 査 報 告
－2018年（平成30年）○月分及び○～○月期平均－

←四半期公表月のみ表示

←１月のみ表示
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２ 消費支出とその内訳

対前年同月増減率(%)

名 目 実 質

－ ○か月ぶりの実質●●

<増 加> 調理食品,外食など ○か月連続の実質増加

<減 少> 設備修繕･維持 ○か月連続の実質減少

<増 加> ガス代,上下水道料など ○か月連続の実質増加

<減 少> 家事用消耗品,室内装備･装飾品など ○か月ぶりの実質減少

<減 少> 洋服,下着類など ○か月ぶりの実質減少

<増 加> 保健医療サービス,健康保持用摂取品など ○か月連続の実質増加

<減 少> 自動車等関係費,通信 ○か月ぶりの実質減少

<同水準>

<増 加> 教養娯楽用耐久財,教養娯楽用品 ○か月ぶりの実質増加

( ) ( ) <増 加> 仕送り金,交際費など ○か月連続の実質増加

－ ○か月ぶりの実質●●

※ 「住居」のほか，「自動車等購入」，「贈与金」，「仕送り金」（いずれも用途分類の金額）を除いている。

また，実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。

注１ 2018年１月分から，「交際費」のうち他の世帯への贈答品やサービスの支出を「その他の消費支出」に含める用途分類から，各費目に含める品目分類に変更した。

２ ｢摘要｣欄は，消費支出の実質増減率への寄与度の大きい項目を掲載した。

３ ｢その他の消費支出｣の（ ）内は，消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いて実質化した。

消費支出の実質増減率に寄与した主な中分類項目及び品目

中     分    類 品  目

＜増加項目＞ 実質寄与度  実質寄与度

自動車等関係費 [     ] 自動車購入 ----------------------------- [     ]

ガソリン ------------------------------- [     ]

諸雑費 [     ] 葬儀関係費 ----------------------------- [     ]

装身具 --------------------------------- [     ]

設備修繕・維持 [     ] 火災・地震保険料 ----------------------- [     ]

設備器具 ------------------------------- [     ]

調理食品 [     ] うなぎのかば焼き ----------------------- [     ]

冷凍調理食品 --------------------------- [     ]

＜減少項目＞ 実質寄与度  実質寄与度

補習教育 [     ] 中学校補習教育 ------------------------- [     ]

高校補習教育・予備校 ------------------- [     ]

保健医療サービス [     ] 歯科診療代 ----------------------------- [     ]

他の入院料 ----------------------------- [     ]

仕送り金 [     ] 国内遊学仕送り金 ----------------------- [     ]

健康保持用摂取品 [     ]

注 主な中分類項目を寄与度順に掲載した。

＊１ 「他の入院料」とは，「出産入院料」以外の入院料をいう。

保 健 医 療

交 通 ・ 通 信

教 育

教 養 娯 楽

その他の消費支出

消 費 支 出

（ 除 く 住 居 等
※
）

2018年１月に調査で使用する家計簿の改正を行っているため，「対前年同月増減率」及び
「実質増減率への寄与度」の値には当該改正の影響による変動が含まれ得る。当該改正の
影響を調整した場合の推計値については，４～５ページを参照。

被 服 及 び 履 物

表１ 消費支出の内訳（2018年○月－二人以上の世帯）

費  目

（品目分類
注１

）
金 額

実質増減
率 へ の
寄 与 度

(％)

摘 要
注２ 備 考

（円）

消 費 支 出

食 料

住 居

光 熱 ・ 水 道

家具・家事用品

･････

･････

･････

･････

･････

･････

･････

注３
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勤労者世帯の実収入（二人以上の世帯）は， １世帯当たり

前年同月比 実質 ○．○％の●● 名目 ○．○％の●●

※ 調査方法の変更の影響を調整した場合の推計値

前年同月比 実質 ○．○％の●● 名目 ○．○％の●●

３ 勤労者世帯の収支

（１）勤労者世帯の実収入の推移

（２）勤労者世帯の収支の内訳

○か月ぶりの実質●●

○か月連続の実質●●

○か月連続の実質●●

○か月ぶりの実質●●

注１ 「非消費支出」とは，税金や社会保険料など，世帯の自由にならない支出である。

 「可処分所得」とは，実収入から非消費支出を差し引いた額で，いわゆる手取り収入のことである。

 「平均消費性向」とは，可処分所得に対する消費支出の割合である。

 ２ 実収入には，勤め先収入(世帯主収入，配偶者の収入及び他の世帯員収入)のほか，事業・内職収入，社会保障給付，財産収入などが含まれる

(詳細は８ページ参照)。

季節調整値でみると○.○％で，前月に比べ○.○ポイントの
■■となった。－ 平 均 消 費 性 向(％)

消 費 支 出 － 

(前年同月) (ポイント差)

○か月連続の●●

可 処 分 所 得 － ○か月連続の実質●●

非 消 費 支 出 － － 

配 偶 者 の 収 入

他の世帯員収入

定 期 収 入

○か月連続の実質●●

世 帯 主 収 入 ○か月連続の実質●●

実 質

実 収 入 － 

表２ 収支の内訳（2018年○月－二人以上の世帯のうち勤労者世帯）

2018年１月に調査で使用する家計簿の改正を行っているため，「対前年同月増減率」及び「実質増減率への寄与度」の値には
当該改正の影響による変動が含まれ得る。当該改正の影響を調整した場合の推計値については，４～５ページを参照。

項  目
金 額

対前年同月増減率(%) 実質増減
率 へ の
寄 与 度

(％)

備 考
（円）

名 目

(参考)３か月後方移動平均

12 月 1 月

実 収 入

2017年 2018年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月

○○○，○○○ 円

図３ 実収入の対前年同月実質増減率の推移（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）

-12

-8

-4

0

4

8

12

１

2016

２

年

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １

2017

２

年

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １

2018

(月)

年

実収入

（３か月後方移動平均）

▼

（％）

▲

実収入

実 収 入

- 3 -



- 4 -

（以下，家計簿改正による集計値への影響の推計方法を記述）

補表１ 家計簿Ａ･Ｂによる調査状況（2018年1月）

集計世帯数
世帯数分布
(抽出率調整)

（参考）

消費支出(円)

家計簿Ａの調査世帯

○ 家計簿改正による集計値への影響

家計調査においては，2018年１月から，調査世帯における家計簿の記入負担を軽減し記入漏れ
を防止する観点から，記載様式を全面的に改正した家計簿を新たに用いています。

調査に使用する家計簿の改正は，毎月の調査結果の集計値に影響を与える可能性があります。
このため，2018年に実施する家計調査では，全国の調査世帯を二分し，約半数の調査世帯におい
て新しい家計簿「家計簿Ａ」を，約半数の調査世帯において従来の家計簿「家計簿Ｂ」を引き続
き使用し，これらにより各月の家計収支の状況を集計するとともに，家計簿改正による集計値へ
の影響を併せて推計しています。なお，2019年１月以降の調査では全ての調査世帯で新しい家計
簿を使用します。

家計簿Ｂの調査世帯

2017年 2018年 2019年

家計簿Ｂ
（従来の家計簿）

家計簿Ａ
（新しい家計簿）
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消 費 支 出

平 均 消 費 性 向 ( ％ )
対前年同月
ポイント差

非 消 費 支 出

可 処 分 所 得

配 偶 者 の 収 入

他 の 世 帯 員 収 入

定 期 収 入

実 収 入

世 帯 主 収 入

項 目
対前年同月増減率(%) 実質増減

率 へ の
寄 与 度

(％)

備 考
名 目 実 質

その他の消費支出

補表３ 収支の内訳（2018年○月－二人以上の世帯のうち勤労者世帯）

教 育

教 養 娯 楽

保 健 医 療

交 通 ・ 通 信

家 具 ・ 家 事 用 品

被 服 及 び 履 物

住 居

光 熱 ・ 水 道

消 費 支 出

食 料

２ページの表１「消費支出の内訳」及び３ページの表２「収支の内訳」における「対前年同月
増減率」欄及び「実質増減率への寄与度」欄に掲げる値について，調査方法の変更の影響を調整
した場合の推計値は，それぞれ補表２及び補表３のとおりです。

なお，この推計値は2018年○月分の結果を用いて計算したものであり，今後，遡及・再計算を
行う可能性があります。

補表２ 消費支出の内訳（2018年○月－二人以上の世帯）

費 目
（品目分類）

対前年同月増減率(%) 実質増減
率 へ の
寄 与 度

(％)

備 考
名 目 実 質



第 １ 表 主 要 家 計 指 標

消費支出 消費支出 光 熱 家  具 被  服 交 通 その他の

(除く 食 料 住 居 ・ ・ 及 び 保健医療 ・ 教 育 教養娯楽 うち
(人) 住居等※) 水 道 家事用品 履 物 通  信 消費支出 諸雑費

2016年 １ 月
  ２  
  ３  
  ４  
  ５  
  ６  
  ７  

実   ８  
  ９  
  10  
  11  
  12  

数 2017年 １ 月
  ２  
  ３  
  ４  

(円)   ５  
  ６  
  ７  
  ８  
  ９  
  10  
  11  
  12  

2018年 １ 月

2016年 １ 月
 ２  
 ３  
 ４  
 ５  
 ６  
 ７  
 ８  
 ９  
 10  
 11  
 12  

2017年 １ 月
 ２  
 ３  
 ４  
 ５  
 ６  
 ７  

(％)  ８  
 ９  
 10  
 11  
 12  

2018年 １ 月

2016年 １ 月
 ２  
 ３  
 ４  
 ５  
 ６  
 ７  
 ８  
 ９  
 10  
 11  
 12  

2017年 １ 月
 ２  
 ３  
 ４  
 ５  
 ６  
 ７  

(％)  ８  
 ９  
 10  
 11  
 12  

2018年 １ 月
                 対 前 年 同 月 実 質 増 減 率 へ の 寄 与 度   （％）

2018年 １ 月

注１ ※は「住居」のほか，「自動車等購入」，「贈与金」，「仕送り金」（いずれも用途分類の金額）を除いている。

また，実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。
２ 平均消費性向の名目増減率欄には，前年同月とのポイント差を示している。
３ 消費者物価指数(持家の帰属家賃を除く総合)は，2015年基準（2015年＝100）である。

月

人 以 上

世帯人員

二

（ 品 目 分 類 ）

対
前
年
同
月

名
目
増
減
率

対
前
年
同
月

実
質
増
減
率

- 6 -



－  二 人 以 上 の 世 帯

う ち 無 職 世 帯

財･サービス 実収入 可処分 消費支出 性 向 消費支出 消費支出
所 得

支出計 (人) (％) (人) (人)

注４ 二人以上の世帯には，「勤労者世帯」，「無職世帯」のほか，世帯主が個人経営者，法人経営者，自由業者などの世帯が含まれる。

５ 2018年１月に調査で使用する家計簿の改正を行っているため，「対前年同月増減率」及び「実質増減率への寄与度」の値には当該改正の影響による変動が含まれ得る。

消 費 者
物価指数
(持家の
帰属家賃を
除く総合）

勤  労  者  世  帯 勤労者以外の世帯

世帯人員

帯

財・サービス区分別支出
世帯人員世帯人員

サービス財(商品)

耐久財 半耐久財 非耐久財

平均消費

の 世
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第 ２ 表   １ 世 帯 当 た り １ か 月 間 の

2018 年 ○ 月 分

うち勤労者世帯 うち無職世帯
対前年同月増減率 対前年同月増減率 対前年同月増減率

   
  

      
      
      
      

      

円 ％ ％ 円 ％ ％ 円 ％ ％

    

     

     

注１ ＊印は対前年同月名目増減率を示す。

  ２ ＊＊印は前年同月の実数を示す。
３ ※は「住居」のほか，「自動車等購入」，「贈与金」，「仕送り金」（いずれも用途分類の金額）を除いている。

 また，増減率の実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。

４ 内訳は主要項目を掲げたため，内訳を足し上げても必ずしも合計とは一致しない。

  ５   二人以上の世帯には，「勤労者世帯」，「無職世帯」のほか，世帯主が個人経営者，法人経営者，自由業者などの世帯が含まれる。

  ６  「対前年同月増減率」欄の値には，2018年１月に行った調査で使用する家計簿の改正の影響が含まれ得る。

実 数

集 計 世 帯 数

塩 干 魚 介

う ち 社 会 保 障 給 付

乳 卵 類
牛 乳

定 期 収 入
臨 時 収 入 ・ 賞 与

世 帯 主 の 配 偶 者 の 収 入

う ち 預 貯 金 引 出

実 支 出

( 歳 )
( ％ )
( 人 )

他 の 魚 介 加 工 品

う ち 公 的 年 金 給 付

世 帯 数 分 布 ( 抽 出 率 調 整 )

他 の 経 常 収 入

麺 類
他 の 穀 類

う ち 男

う ち 女

肉 類

二人以上の世帯

経 常 収 入

勤 め 先 収 入

穀 類

乳 製 品

魚 肉 練 製 品

生 鮮 魚 介

卵

実収入以外の受取（繰入金を除く）

食 料

世 帯 人 員
有 業 人 員

項      目

( ％ )

魚 介 類

生 鮮 肉

世 帯 主 収 入

実 収 入

（消費支出の内訳は品目分類）

 （特掲）消費支出（除く住居等※)

他 の 世 帯 員 収 入

事 業 ・ 内 職 収 入

特 別 収 入

消 費 支 出

米
パ ン

加 工 肉

寄与度 寄与度実 質
実 数

実 質
実 数

実 質 寄与度

( 人 )

世帯主の配偶者のうち女の有業率

世 帯 主 の 年 齢

持 家 率
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収 入 と 支 出 － 二 人 以 上 の 世 帯

うち勤労者世帯 うち無職世帯
対前年同月増減率 対前年同月増減率 対前年同月増減率

円 ％ ％ 円 ％ ％ 円 ％ ％

実 数
（消費支出の内訳は品目分類）

外 食

学 校 給 食

住 居

家 賃 地 代

電 気 代
ガ ス 代
他 の 光 熱

飲 料

生 鮮 果 物

調 味 料

コ ー ヒ ー ・ コ コ ア
茶 類

上 下 水 道 料

調 理 食 品

乾 物 ・ 海 藻

他 の 調 理 食 品

菓 子 類

生 鮮 野 菜

他 の 飲 料

二人以上の世帯

家 具 ・ 家 事 用 品

野 菜 ・ 海 藻

実 質 寄与度

果 物 加 工 品

油 脂 ・ 調 味 料

設 備 材 料

油 脂

寄与度

家 事 用 耐 久 財
冷 暖 房 用 器 具
一 般 家 具

酒 類

工 事 そ の 他 の サ ー ビ ス

光 熱 ・ 水 道

室 内 装 備 ・ 装 飾 品

家 事 用 消 耗 品
家 事 サ ー ビ ス

設 備 修 繕 ・ 維 持

実 質 実 質寄与度
実 数 実 数

家 庭 用 耐 久 財

大 豆 加 工 品
他 の 野 菜 ・ 海 藻 加 工 品

果 物

主 食 的 調 理 食 品

一 般 外 食

家 事 雑 貨
寝 具 類

項      目
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第 ２ 表   １ 世 帯 当 た り １ か 月 間 の

2018 年 ○ 月 分

うち勤労者世帯 うち無職世帯
対前年同月増減率 対前年同月増減率 対前年同月増減率

円 ％ ％ 円 ％ ％ 円 ％ ％

       

     

       

注１ ＊印は対前年同月名目増減率を示す。

  ２ ＊＊印は前年同月の実数を示す。
３ 内訳は主要項目を掲げたため，内訳を足し上げても必ずしも合計とは一致しない。

  ４   二人以上の世帯には，「勤労者世帯」，「無職世帯」のほか，世帯主が個人経営者，法人経営者，自由業者などの世帯が含まれる。

  ５  「対前年同月増減率」欄の値には，2018年１月に行った調査で使用する家計簿の改正の影響が含まれ得る。

（消費支出の内訳は品目分類）

教 養 娯 楽 用 品
書 籍 ・ 他 の 印 刷 物

補 習 教 育

教 養 娯 楽

自 転 車 購 入

男 子 用 下 着 類
婦 人 用 下 着 類

下 着 類

健 康 保 持 用 摂 取 品

保 健 医 療 サ ー ビ ス

交 通

実 質

婦人用シャツ･セーター類
子供用シャツ･セーター類

婦 人 用 洋 服
子 供 用 洋 服

保 健 医 療 用 品 ・ 器 具

通 信

教 育

自 動 車 等 関 係 費

他 の 被 服

寄与度

履 物 類
被 服 関 連 サ ー ビ ス

交 通 ・ 通 信

保 健 医 療

男 子 用 洋 服

被 服 及 び 履 物

シ ャ ツ ・ セ ー タ ー 類

生 地 ・ 糸 類

医 薬 品

男子用シャツ･セーター類

子 供 用 下 着 類

実 数
実 質 実 質

実 数
寄与度

二人以上の世帯

自 動 車 等 維 持

実 数

和 服

教 養 娯 楽 サ ー ビ ス

洋 服

寄与度

項      目

パ ッ ク 旅 行 費

自 動 車 等 購 入

教 養 娯 楽 用 耐 久 財

月 謝 類
他 の 教 養 娯 楽 サ ー ビ ス

授 業 料 等
教 科 書 ・ 学 習 参 考 教 材

宿 泊 料
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収 入 と 支 出 － 二 人 以 上 の 世 帯 － （続き）

うち勤労者世帯 うち無職世帯
対前年同月増減率 対前年同月増減率 対前年同月増減率

円 ％ ％ 円 ％ ％ 円 ％ ％
1)         

      

1)
       
      

     

     
2)    
3)     
4)       

     

     

     

  

5)    

6)         
6)

       
     
      
      
     
       
      

注１ 「交際費」には，他の世帯への贈答品やサービスの支出を含まない。

 また，増減率の実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。

２ 所得税法第28条第１項に定める給与所得に対して課税される所得税。

  ３ 地方税法に定める個人に対する道府県民税及び市町村民税。都民税及び特別区民税も含む。

４ 「勤労所得税」，「個人住民税」に分類されない直接税。

５ 消費支出に占める，交際費（他の世帯へ贈答品や外食等の支出）を除いた食料（＝用途分類の金額）の割合（％）。

６ 「交際費」（特掲）には，他の世帯への贈答品やサービスの支出を含む（＝用途分類）。

 また，増減率の実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。

(再掲)
(再掲)

教 養 娯 楽
他 の 物 品 サ ー ビ ス
贈 与 金
他 の 交 際 費

非 消 費 支 出

(特掲)

食 料
家 具 ・ 家 事 用 品
被 服 及 び 履 物

勤 労 所 得 税
個 人 住 民 税
他 の 税

そ の 他 の 消 費 支 出

( ％ )エ ン ゲ ル 係 数

平 均 消 費 性 向

交 際 費

う ち 預 貯 金

( ％ )

可 処 分 所 得

黒 字

項      目

（消費支出の内訳は品目分類）

二人以上の世帯

他 の 交 際 費
贈 与 金

理 美 容 用 品

実 質 実 質 寄与度
実 数 実 数

実 質 寄与度寄与度
実 数

実支出以外の支払（繰越金を除く）

仕 送 り 金

社 会 保 険 料

身 の 回 り 用 品

そ の 他 の 消 費 支 出

交 際 費

諸 雑 費

こ づ か い ( 使 途 不 明 )

他 の 諸 雑 費
た ば こ

理 美 容 サ ー ビ ス
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第 ３ 表 主 要 項 目 の

消費支出 消費支出 光 熱 家  具 被  服 交 通 その他の

(除く 食 料 住 居 ・ ・ 及 び 保健医療 ・ 教 育 教養娯楽 うち

住居等※) 水 道 家事用品 履 物 通  信 消費支出 諸雑費

2015年 １月              
２              
３              
４              
５              
６              
７              
８              
９              
10              
11              
12              

2016年 １月              
２              
３              
４              
５              
６              
７              
８              
９              
10              
11              
12              

2017年 １月              
２              
３              
４              
５              
６              
７              
８              
９              
10              
11              
12              

2018年 １月              

2015年 １月              
２              
３              
４              
５              
６              
７              
８              
９              
10              
11              
12              

2016年 １月              
２              
３              
４              
５              
６              
７              
８              
９              
10              
11              
12              

2017年 １月              
２              
３              
４              
５              
６              
７              
８              
９              
10              
11              
12              

2018年 １月              

注 １ 季節調整の方法は，センサス局法(X-12-ARIMA)を用いており，外れ値に加え，曜日，休日，うるう年などによる影響を除いた季節調整を

行っている。

２ 平均消費性向の対前月変化率欄には，前月とのポイント差を示している。

３ 季節調整値は，毎年１月結果公表時に，過去に遡って改定している。

４ 2018年１月に調査で使用する家計簿の改正を行っているため，2018年１月の「対前月変化率」の値には当該改正の影響による変動が含まれ

    得る。

月
（ 品 目 分 類 ）

二 人 以 上

名 目 指 数

指

数

対
前
月
変
化
率

(％)
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季 節 調 整 値 － 二 人 以 上 の 世 帯

2015年＝ 100

うち
勤労者世帯

消費支出 消費支出 光 熱 家  具 被  服 交 通

(除く 食 料 住 居 ・ ・ 及 び 保健医療 ・ 教 育 教養娯楽 諸雑費

住居等※) 水 道 家事用品 履 物 通  信 (％)

             2015年 １月

             ２

             ３

             ４

             ５

             ６

             ７

             ８

             ９

             10

             11

             12

             2016年 １月

             ２

             ３

             ４

             ５

             ６

             ７

             ８

             ９

             10

             11

             12

             2017年 １月

             ２

             ３

             ４

             ５

             ６

             ７

             ８

             ９

             10

             11

             12

             2018年 １月

             2015年 １月

             ２

             ３

             ４

             ５

             ６

             ７

             ８

             ９

             10

             11

             12

             2016年 １月

             ２

             ３

             ４

             ５

             ６

             ７

             ８

             ９

             10

             11

             12

             2017年 １月

             ２

             ３

             ４

             ５

             ６

             ７

             ８

             ９

             10

             11

             12

             2018年 １月

※ 「住居」のほか，「自動車等購入」，「贈与金」，「仕送り金」（いずれも用途分類）を除いている。

また，実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。

月平均消費
性 向

の 世 帯

実 質 指 数
（ 品 目 分 類 ）
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世帯主が

60歳以上

世帯主が

60歳未満
勤労者世帯

個人営業などの世帯

無職世帯

34.1

16.9 

49.0

（参考１） 家計調査の結果を見る際の留意点

Ⅰ 世帯区分別構成比の状況

無職世帯

勤労者世帯

％

％

％

個人営業などの世帯

（50.0％）

（17.1％）

（32.9％）

（注）（ ）内は前年の値

世帯主の年齢階級別世帯割合
（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）

60歳未満 81.2％（80.2％）
60歳以上 18.8％（19.8％）

世帯主の年齢階級別世帯割合

（二人以上の世帯）

60歳未満 47.0％（47.8％）

60歳以上 53.0％（52.2％）

参考図１ 世帯区分別構成比（2016年平均）

（二人以上の世帯）

参考図２ 世帯区分別構成比の推移（1986～2016年）

（二人以上の世帯）

斜体：勤労者世帯全体に占める割合

※1999年以前は，農林漁家世帯を除く結果
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 常用労働者

               事業所規模

５人以上 １～４人

世帯主

世帯主の配偶者及び

その他の世帯員で

勤労者

無職世帯
世帯主以外の

世帯員で勤労者

勤労者世帯，

無職世帯

以外の世帯

世帯主以外の

世帯員で勤労者

注：家計調査の実収入には，「勤め先収入」のほかに「事業・内職収入」，

公的年金などの「社会保障給付」などが含まれる。

勤労者世帯

常用労働者

以外

毎月勤労統計調査（月次結果）の対象

家計調査において

「勤め先収入」を

調査している対象

このうち，

勤労者世帯の

「勤め先収入」

Ⅱ 他の統計と比較する際の留意点 

〇 販売側統計との比較 

 家計調査の消費支出は，１世帯当たりの平均値であって，耐久財や非耐久財（消耗品）

などの「財」への支出だけでなく，住居（家賃など），交通費，教育費，診療代などの

「サービス」への支出も含め，世帯が消費するものを幅広く含んでいます。また，「贈

与金」や「仕送り金」といった他の世帯への移転支出も含まれています。 
 これに対して，販売側の統計である商業動態統計調査（経済産業省）の小売業販売額

などは，総額であって，基本的に「財」に関する統計であり，家計調査の消費支出に含

まれている「サービス」への支出はほとんど含まれていないことに加え，一部事業向け

販売分，外国人観光客による消費分なども含まれています。 
 このように概念や対象とする範囲が異なるため，販売側の統計と比較する際には，留

意する必要があります。 
〇 賃金統計との比較 

家計調査の「実収入」（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）は，全ての世帯員の収入

を合算した１世帯当たりの平均収入を表すものです。これに対して，毎月勤労統計調査

（厚生労働省）の「現金給与総額」は労働者１人当たりの平均賃金を表すものです。 

また，「実収入」は，勤め先収入のほか，事業・内職収入，公的年金給付等の社会保

障給付も含まれる広い概念です。 

このように概念や対象とする範囲が異なるため，賃金統計と比較する際には，留意す

る必要があります。 

 

参考図３ 家計調査と毎月勤労統計調査（月次結果）の対象範囲の違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考２） 世帯主の年齢階級別世帯分布を用いた消費支出の試算（参考値） 

二人以上の世帯について，世帯主の年齢階級別世帯分布に関して労働力調査の結果から得

られた世帯分布を用いて推定した結果を試算し，参考値として提供しています。詳細は，次

の URL を御参照ください。http://www.stat.go.jp/data/kakei/age_adjusted.htm 
 

参考表 消費支出の対前年同月実質増減率の推移（二人以上の世帯）

2017年 2018年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月

          

          

          

公 表 値 ②
差 （ ① － ② ）

参 考 値 ①

 



【Ⅱ 2018年○～○月期平均】

・消費支出（総世帯）は， １世帯当たり ○○○，○○○ 円
 前年同期比 実質 ○．○％の●● 名目 ○．○％の●●
 前期比(季節調整値) 実質 ○．○％の●●

・消費支出（二人以上の世帯）は， １世帯当たり ○○○，○○○ 円
 前年同期比 実質 ○．○％の●● 名目 ○．○％の●●
 前期比(季節調整値) 実質 ○．○％の●●

2015年 2016年 2017年 2018年

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

               

                 

注 Ⅰは１～３月期，Ⅱは４～６月期，Ⅲは７～９月期，Ⅳは10～12月期を表す。

・勤労者世帯の実収入（総世帯）は， １世帯当たり ○○○，○○○ 円

 前年同期比 実質 ○．○％の●● 名目 ○．○％の●●

・勤労者世帯の実収入（二人以上の世帯）は， １世帯当たり ○○○，○○○ 円

 前年同期比 実質 ○．○％の●● 名目 ○．○％の●●

2015年 2016年 2017年 2018年

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

               

                 

注 Ⅰは１～３月期，Ⅱは４～６月期，Ⅲは７～９月期，Ⅳは10～12月期を表す。

１～３月期のみ表示

※調査方法の変更の影響を調整した場合の推計値

消 費 支 出

総 世 帯

二人以上の世帯 二人以上の世帯

実 収 入

総 世 帯

前年同期比

実質 名目

前期比

(季節調整値)

前年同期比

実質 名目

四半期公表月のみ掲載

実 収 入

総 世 帯

二 人 以 上 の 世 帯

図５ 勤労者世帯の実収入の対前年同期実質増減率の推移

消 費 支 出

実 収 入

図４ 消費支出の対前年同期実質増減率の推移

総 世 帯

二 人 以 上 の 世 帯

消 費 支 出

(％)

-12

-8

-4

0

4

8

12

Ⅰ

2013年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2014年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2015年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2016年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2017年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2018年

(期)

二人以上の世帯

総世帯

-12

-8

-4

0

4

8

12

Ⅰ

2013年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2014年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2015年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2016年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2017年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2018年

(期)

二人以上の世帯

総世帯

(％)
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第 ４ 表 主 要 家 計 指 標

消費支出 実収入 可処分 消費支出 消費支出 実収入 可処分 消費支出 消費支出
所 得 所 得

(人) (人) (人) (人)

2014年平均
2015
2016
2017

2014年度平均
2015
2016

実 2017

2014年 １～３ 月期
  ４～６
  ７～９
 10～12

数  2015年 １～３
  ４～６
  ７～９
 10～12

(円)  2016年 １～３
  ４～６
  ７～９
 10～12
 2017年 １～３
  ４～６
  ７～９
 10～12
 2018年 １～３

2014年平均
2015
2016
2017

2014年度平均
2015
2016
2017

2014年 １～３ 月期
 ４～６
 ７～９

10～12
2015年 １～３
 ４～６
 ７～９

10～12
2016年 １～３
 ４～６
 ７～９

10～12
(％) 2017年 １～３

 ４～６
 ７～９

10～12
2018年 １～３

2014年平均
2015
2016
2017

2014年度平均
2015
2016
2017

2014年 １～３ 月期
 ４～６
 ７～９

10～12
2015年 １～３
 ４～６
 ７～９

10～12
2016年 １～３
 ４～６
 ７～９

10～12
(％) 2017年 １～３

 ４～６
 ７～９

10～12
2018年 １～３

注１ 総世帯には，「勤労者世帯」，「無職世帯」のほか，世帯主が個人経営者，法人経営者，自由業者などの世帯が含まれる。
２ 総世帯及び単身世帯の四半期結果と年（度）平均では結果の推定方法が異なるので，年（度）の平均は当該４四半期分の単純平均とはならない。

  ３ 消費者物価指数(持家の帰属家賃を除く総合)は，2015年基準（2015年＝100）である。
４ 消費者物価指数の前年同期比について，2015年10～12月期以前は2010年基準の結果を用いて算出し，2016年１～３月期以降は2015年基準の結果を用いて算出

した。
５ 2018年１月に調査で使用する家計簿の改正を行っているため，「対前年同期増減率」の値には当該改正の影響による変動が含まれ得る。

対
前
年

（
度
・
同
期

）

実
質
増
減
率

総 世 帯 二人以上の世帯 う ち 勤 労 者 世 帯

世帯人員 世帯人員年，年度，期 世帯人員 世帯人員

消 費 者
物価指数

持 家 の
帰属家賃
を 除 く
総 合

う ち 勤 労 者 世 帯 単身世帯

対
前
年

（
度
・
同
期

）

名
目
増
減
率

四半期公表月のみ掲載
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家計調査（家計収支編）結果の公表予定

2018年１月分 2018年３月９日(金)

２月分 ４月６日(金)

３月分 ５月８日(火)
2018年１～３月期平均及び

2017年度平均
2018年５月８日(火)

４月分 ６月５日(火)

５月分 ７月６日(金)

６月分 ８月７日(火) ４～６月期平均 ８月７日(火)

７月分 ９月７日(金)

８月分 10月５日(金)

９月分 11月６日(火) ７～９月期平均 11月６日(火)

10月分 12月７日(金)

11月分 2019年１月11日(金)

12月分 ２月８日(金)
10～12月期平均及び

2018年平均
2019年２月８日(金)

2019年１月分 ３月８日(金)

２月分 ４月５日(金)

  (注) １. 家計収支編の公表時刻は８時30分です。

       ２. 二人以上の世帯の貯蓄・負債の四半期平均結果は，四半期の最終月から約４か月後に公表する予定です。

月平均結果 四半期及び年平均結果

二人以上の世帯 総世帯・二人以上の世帯・単身世帯

調 査 月 公 表 月 日 調 査 期（年） 公 表 月 日

統計データを引用・転載する場合には，出典（府省名，統計調査名）の表記をお願いします。

 家計調査の

 最新情報はこちら！
家計調査 検 索

<内容に関する問合せ先>

総務省統計局統計調査部
消費統計課審査発表係

・結果の概要は，統計メールニュースでも配信しています。電 話 ０３（５２７３）１１７４

お申込みは，統計局ホームページから。ＦＡＸ ０３（５２７３）１４９５

http://www.stat.go.jp/・家計調査ホームページ

Family Income and Expenditure Survey (in English)http://www.stat.go.jp/data/kakei/index.htm

http://www.stat.go.jp/english/data/kakei/index.htm* この冊子は，次のURLからダウンロードできます。

Summary of the latest month (in English)http://www.stat.go.jp/data/kakei/sokuhou/tsuki/index.htm

http://www.stat.go.jp/english/data/kakei/156.htm・政府統計の総合窓口（ｅ-Ｓｔａｔ）

Portal Site of Official Statistics of Japan (in English)https://www.e-stat.go.jp/

https://www.e-stat.go.jp/en/

勤労者世帯

勤労者以外の世帯

総世帯

勤労者世帯

勤労者以外の世帯
単身世帯

家計収支編

二人以上の世帯

家計調査の世帯区分


